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　　辺野古新基地建設のための環境影響評価書の提出に抗議し、撤回を求める要請

　　政府は昨日、辺野古新基地建設のための環境影響評価書を沖縄県に送付したとしています。

 これは、沖縄県議会、名護市議会をはじめ多くの自治体が採択した意見書に示された、基地の県内移設に反対し普天間基地の撤去を求める総意に挑戦するものであり、民主主義破壊の暴挙です。

しかも、今回の評価書提出は、沖縄県民の意思を蹂躪する11月28日の前沖縄防衛局長暴言に、県民、国民の怒りがかつてなく高まっている中での暴挙であり、さらに怒りを増幅しています。防衛局が評価書提出を業者に代行させざるを得なかったことは、このことを端的に示しています。

 私たちは、このような暴挙をあえておこなう野田内閣に対して満身の怒りを込めて抗議するものです。

 政府によるこのような暴挙の背景にあるのは、アジア・太平洋地域での軍事支配強化をねらうアメリカの日本政府に対する辺野古新基地建設の「目に見える進展」を求める再三にわたる脅迫です。

 しかし､そのアメリカ内部からも、連邦議会がグアム移転予算を全額削減したのをはじめ、辺野古移設計画は非現実的だとして計画見直しを求める動きが大きく広がっています。日本政府が、このような動きを無視して、オバマ政権と国防総省の表向きの言明にのみ付き従う異常さは誰の目にも明らかです。

 私たちは、野田内閣が、沖縄県民と国民の声を真摯に受けとめ、評価書を撤回し、普天間基地の閉鎖と撤去を求める立場でアメリカと交渉するよう強く求めるものです。
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